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2はじめに

◼ 2024年度より需給調整市場が全面運開し、一次、二次①・②、三次①および複合商品の週間調達が開始した。

◼ これらの週間調達においては、応札不足の状況を踏まえて効率的な調達※を実施しているところ、この効率的な調達
において、週間取引で調達未達となった場合には、その未達分も含めて、前日断面で追加調達することとしている。

◼ 他方で、2024年度以降の需給調整市場の週間取引は、応札不足に伴う調達不足が発生しており、これに伴い、
前日の三次②取引において、募集量の増加ならびに調達費用が非常に増大しているところ。

◼ 三次②調達費用の高騰は、それを負担するFIT賦課金や託送費増大、ひいては国民負担の増大に繋がることから、
第91回制度検討作業部会（2024年4月22日）において、前日取引における二次②、三次①の追加調達一時
中断といった検討の方向性が示され、その後、資源エネルギー庁における事業者ヒアリング、一般送配電事業者との
協議を踏まえ、2024年4月30日取引分（5月1日受渡分）より当面の間、追加調達一時中断することとされた
（2024年4月26日に、電力需給調整力取引所ならびに一般送配電事業者9社のHPにおいて公表）。

◼ この点、本来的には追加調達等の仕組み（調整力必要量の検討）に関しては、本小委員会の所掌であるため、
当該内容（追加調達一時中断）についてご報告させて頂くとともに、市場の課題に対する「応急対策」の基本的な
考え方、ならびに今回の対応の建付けについて整理したため、ご議論いただきたい。

※ 週間取引では二次②、三次①、複合商品を1σ相当値を調達し、不足すると見込まれる場合には
前日取引で3σ相当値－1σ相当値を追加調達する取り組み



3（参考） 週間商品における効率的な調達

出所）第41回需給調整市場検討小委員会（2023年8月17日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_41_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_41_haifu.html


4（参考） 三次②調達費用高騰に対する検討の方向性

出所）第91回制度検討作業部会（2024年4月22日）資料4をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/091_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/091_04_00.pdf
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三次②取引実績について（募集量）

◼ 2024年度4月における三次②募集量は、週間取引の効率的な調達に伴う追加調達も行われていることから、
昨年比（4月1日~4月30日）で、約2.9倍の募集量となっている。

◼ 三次②は本来再エネ予測誤差に対応する調整力であり、日々の日射量予測により、募集量が異なるものの、これ
まで共同調達や信頼度予測の活用を行っており、その募集量は年々低減していることを踏まえると、三次②募集量
の3分の2程度が追加調達分に相当すると推測できる（本来の三次②募集量は約20,000MW/日と推測）。

：2024年

【3月1日～5月11日の三次②募集量（全国）】

：2023年

：2024年（7日間移動平均）

：2023年（7日間移動平均）

[MW/日]

効率的な調達の
開始に伴う増加

効率的な調達の
一時中断に伴う減少

出所）送配電網協議会HPの速報値をもとに、広域機関にて作成
募集量は全8ブロック合計値
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三次②取引実績について（応札量）

◼ 2024年度4月における三次②応札量は、昨年比（4月1日~4月30日）で、約0.7倍の応札量となっている。

◼ なお、前ページにおいて、本来の三次②募集量（再エネ誤差対応分）が概ね20,000MW/日のため、応札量の
日量としては、募集量の日量とほぼ同等かやや不足している状況である。

：2024年

【3月1日～5月11日の三次②応札量（全国）】

：2023年

：2024年（7日間移動平均）

：2023年（7日間移動平均）

[MW/日]

出所）送配電網協議会HPの速報値をもとに、広域機関にて作成
応札量は全8ブロック合計値

※約定においてはブロックごとに行うため、日量がほぼ同等であったとしても、調達不足が生じることもある。
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三次②取引実績について（落札量と平均単価）

◼ 2024年度4月における三次②落札量は、昨年比（4月1日~4月30日）で、ほとんど変わっていない。

◼ 他方で、平均落札単価については、昨年比（4月1日~4月30日）で約3.6倍と高額な約定となっており、落札量
が大きく変わらない中、落札単価が上昇していることは、昨年度と比較すると、安価な応札が減少し、高価な応札が
増加していると推測できる。

：2024年落札量

【3月1日～5月11日の三次②落札量と平均単価（全国）】

：2023年落札量

：2024年平均単価

：2023年平均単価

[MW/日]

出所）送配電網協議会HPの速報値をもとに、広域機関にて作成
落札量は全8ブロック合計値
平均単価は各ブロックの落札量および平均単価から算出

[円/kWh]



10三次②調達費用の動向について

出所）第92回制度検討作業部会（2024年5月10日）資料4をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf

◼ 三次②調達費用の動向としては、エリアによって傾向は異なるが、高価な火力、蓄電池、DRリソースが調達費用を
押し上げる要因になったとされており、一部のエリアにおいては、既に2023年度年間総額に相当する規模の費用が
積み上がっている。

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf
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12二次②・三次①追加調達一時中断について（１／２）

◼ 前述のとおり、三次②調達費用の高騰が確認されており、三次②調達費用の高騰は、それを負担するFIT賦課金
や託送費の増大、ひいては国民負担の増大に繋がることから、第91回制度検討作業部会（2024年4月22日）
において、前日取引における二次②・三次①の追加調達一時中断といった検討の方向性が示され、その後、資源
エネルギー庁による事業者ヒアリング、一般送配電事業者との協議を踏まえ、2024年4月30日取引分（5月1日
受渡分）より当面の間、追加調達を一時中断することとされた （2024年4月26日に、電力需給調整力取引所
ならびに一般送配電事業者9社のHPにおいて公表）。

出所）東京電力パワーグリッドHP（2024年4月26日）
https://www.tepco.co.jp/pg/company/press-information/information/2024/pdf/240426j0101.pdf

出所）電力需給調整力取引所HP（2024年4月26日）
https://www.eprx.or.jp/j_information/docs/20240426_news_r.pdf

https://www.tepco.co.jp/pg/company/press-information/information/2024/pdf/240426j0101.pdf
https://www.eprx.or.jp/j_information/docs/20240426_news_r.pdf


13（参考） 効率的な調達に伴う調達費用の区分方法

出所）第55回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2023年9月27日）資料3
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/055_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/055_03_00.pdf


14二次②・三次①追加調達一時中断について（２／２）

◼ 前日取引（三次②取引）において、二次②・三次①の追加調達中断により、募集量が低減することとなる。

◼ 一方で、二次②・三次①の追加調達の中断は、当該調整力が不要であるから削減する訳ではなく、必要ではある
ものの、市場調達をしない、言い換えると、市場外の余力活用により代替確保をするものとなる。

◼ この点、余力活用については、主に以下のような懸念があり、（競争がしっかり働いている状態で機能する、本来ある
べき）市場取引に比べれば劣後する、原則外の対応であると考えられるところ。

➢ 余力活用による確保はBG計画に反映されないため、調整力の確実な調達とはならず、安定供給面で劣後する
場合がある（あるいは当該リスク分だけ多めの確保となる場合がある）

➢ 市場原理（最適化ロジック）ではなく、追加起動等が人間系の判断になるため（恣意性を完全に排除すること
は難しいため）、取引価格等の透明性が劣後する

➢ 厳密な複合約定や広域的な調整力の調達ができない（エリア内調達）ため、調達コスト面で劣後する可能性
（あくまでも価格規律の対象事業者の入札価格に比べて）

➢ 調整力提供者（特に価格規律の対象事業者）からすれば、より一層、余力活用の期待が高まることから、需給
調整市場に応札しなくなり、更なる応札不足の悪化に繋がる可能性がある

➢ ΔkW約定電源とは異なり、明確なアセスメント・ペナルティがない（アセスメントフリーに近い）ことから、事業者に
とって正確に指令に応じるインセンティブがなく、中長期的に電力（周波数）品質に影響を及ぼす可能性がある



15（参考） 余力活用による調整力確保の建付け

出所）第41回需給調整市場検討小委員会（2023年8月17日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_41_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_41_haifu.html


16（参考） アセスメント・ペナルティの重要性

出所）第11回需給調整市場検討小委員会（2019年4月25日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_11_haifu.html

出所）第9回需給調整市場検討小委員会（2019年3月5日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_09_haifu.html

◼ 需給調整市場において、海外事例を参考にアセスメント・ペナルティを設定している。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_11_haifu.html
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_09_haifu.html
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◼ 米PJMでは、従来、調整力（Reserve）については、Tier1（ディスパッチ後の余力活用）とTier2（市場取引で
ΔkW確保）に分かれていたが、NERCからの要請に基づき、2022年10月からTier2（市場取引でΔkW確保）に
近い商品への統合・再編が行われている。

◼ そこに至った背景と理由は以下のとおりであり、日本における前述の考え方（P14）に近しいものとなっている。

➢ Tier1とTier2の不公平性の解消（この公平性により、事業者が調整力を提供するインセンティブを強化）

➢ 運用オペレーターの介入を減少（これにより、市場の効率性や透明性を向上）

➢ 同一性能のリソースに対し、同じ報酬とペナルティを生成（これにより、より信頼性の高いパフォーマンスを期待）

出所）「Reserve Market Price Formation Enhancements」をもとに作成
https://www.pjm.com/-/media/committees-groups/task-forces/srdtf/2021/20210430/20210430-item-04-reserve-market-price-formation-enhancements.ashx

（参考） 米PJMにおける市場取引と余力活用の扱い

同一性能
（10分応動）

応動義務
なし

ペナルティ
なし

応動対価
（調整力kWh）

のみ支払い

同一性能
（10分応動）

応動義務
あり

ペナルティ
あり

調整力確保
（ΔkW予約）

にも支払い

https://www.pjm.com/-/media/committees-groups/task-forces/srdtf/2021/20210430/20210430-item-04-reserve-market-price-formation-enhancements.ashx
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19市場の課題に対する「応急対策」の基本的な考え方について

◼ 全面運開したばかりの需給調整市場は、市場（あるいは事業者）の習熟度が上がっていない等の理由によって、
競争がしっかり働いている本来あるべき姿から乖離した、応札不足・価格高騰等多くの課題を抱えた状態と言える。

◼ この点、足元の重篤な課題を解消すべく、「応急対策」適用により致命傷を防ぎつつ、市場として本来あるべき姿
を目指すといった進め方が基本的な考え方となるのではないか。

◼ この点、基本的な考え方を遵守するためには、「応急対策」適用の条件として以下二つの観点が重要になる。

➢ 観点①：重篤な課題に対し、早急かつ効果的な（致命傷を防ぐ）対策となっていること

➢ 観点②：市場として本来あるべき姿を目指すディスインセンティブとならないこと
（本来あるべき姿を目指すことで、結果的に「応急対策」の適用が不要になる方向性であること）

足元の重篤な
課題のある状態

市場として
本来あるべき姿

【重要な観点①】早急かつ
効果的な対策となっているか

「応急対策」適用
（本来原則外）

「応急対策」適用
（本来原則外）

致命傷を防ぐ

不要になる

【重要な観点②】本来あるべき
姿を目指すことで、不要になる
方向性となっているか

【応急対策の基本的な考え方（イメージ）】
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◼ また、前述の基本的な考え方に則り、国とも連携（役割分担）しながら、今後早急に、応急対策の追加実施や、
恒久対策の（本来あるべき姿を目指す）検討について、対応の方を進めていく。

基本的な考え方を踏まえた対応の進め方

出所）第92回制度検討作業部会（2024年5月10日）資料4をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf

A.調達募集量の見直しの具体案
【a】週間・前日断面で算定される

必要量に対して一定の割合を
乗じることで募集量を圧縮

【b】余力活用契約による調整力
確保見込み量を踏まえて募集量
を設定

【c】三次②についても、調達量を
3σ→1σ相当に減らし、不足分
は余力活用契約により確保

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf
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◼ 調達募集量見直しのイメージは下図の通りであり、主に「募集量の圧縮（a.に該当）」、「市場外調整力の控除
（b.に該当）」、「調整力必要量の削減（c.に該当）」が挙げられる。

市場外
調整力

市場
調達

余力
活用

調整力必要量

調達募集量

容量市場における市場外供給力
の控除（容量市場に参加すること
が難しい電源を分析の上、保守的
に見積もった量を控除）に相当

【調整力全体の関係性】

市場外
調整力

市場
調達

余力
活用

調整力必要量

調達募集量 【募集量の圧縮（a.に該当）】
市場調達の比率

（一定の割合）を変化させる

【調達募集量の見直し（各案のイメージ）】

【必要量の削減（c.に該当）】
調達手段如何に関わらず、

調整力必要量そのものを削減

【市場外調整力の控除（b.に該当）】
容量市場における市場外供給力との

差異・特徴を分析の上、可能な分を控除

（参考） A.調達募集量の見直しのイメージ

市場外
調達

市場外
調達



22

◼ 容量市場においては、市場外の供給力が一定程度見込まれる状況下においては、容量市場での調達量を必要
供給力の全量とするのではなく、一定量を差し引いて（控除して）調達する考え方となっている。

◼ 具体的には、その特性から容量市場に参加することが難しいと判断してきた可能性が相対的に高い「火力・水力の
容量市場不参加分等」のうち、保守的に見積もった120万kW（目標調達量の1%以下の規模感）を容量市場
調達分からの控除量としている。

（参考） 容量市場における市場外供給力の控除

出所）第79回制度検討作業部会（2023年5月25日）資料3をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/079_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/079_03_00.pdf
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1. 三次②の取引実績等について

2. 追加調達一時中断（報告）

3. 市場の課題に対する「応急対策」の基本的な考え方

4. 今回の対応の建付けについて

目次



24今回の対応の建付けについて（観点①）

◼ 今回の対応によって、非常に高額な単価の応札については不落になることで、三次②調達費用としては低減する
（致命傷を防ぐ）効果が期待される一方、二次②・三次①の追加調達量は、調達不要な調整力ではないことから、
原則外の対応である余力活用によって調整力確保を実施することとなる。

◼ この点、前日取引の費用と余力活用による確保費用の大小により、どちらが経済的かは変わるものの、実態として、
三次②調達費用が高騰していること、ならびに電源構成が昨年と比較して大きく変更はない点を踏まえると、今回の
応急対策（追加調達一時中断）は早急かつ効果的な対策となっている（観点①を満たす）と評価できるか。

応札量

応札単価

本来の三次②募集量
（再エネ誤差対応）

従来の三次②募集量
（追加調達を含む）

二次②・三次①追加調達量

【前日取引のイメージ】

これらの応札は従来は
落札されていたが、追加
調達中断により不落となる

応札量

応札単価
相当

【余力活用による調整力確保のイメージ】

二次②・三次①
追加調達量相当

実際の余力活用においては、応札単価等があるわけでないものの、
起動費等の情報をもとにメリットオーダーに基づき調整力を確保する

応急対策により
無くなる領域
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◼ 二次②・三次①の追加調達一時中断により、募集量は約6割減少し、またこれにより、4月に多く見られた100円
/ΔkW・h以上の高値での約定についても約6割減少した。

（参考） 追加調達一時中断の効果（影響評価）

出所）第92回制度検討作業部会（2024年5月10日）資料4をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf


26今回の対応の建付けについて（観点②）

応札量

応札単価 三次②（3σ）

【あるべき需給調整市場のイメージ】 【従来余力活用していた電源】

三次②（1σ）

募集量そのものの低減

市場参加の増加（競争の促進）

◼ 今回の応急対策は時限的（一時的）と位置付けられているため、観点②も満たすと評価できるのではないか。

◼ その上で、どのように市場として本来あるべき姿を目指すか（それにより、今回の応急対策適用を不要にできるか）に
関して、主に以下2点を進めることが重要になると考えられる。

➢ 可能な限り、多くの電源（安価な電源）が市場参加（応札）する環境を整備する

➢ 本質的に不要な断面の調整力（必要量）は削減する

◼ 1点目については、技術的検討や規制的措置等含めた本来的な応札不足対応となるが、事業者の習熟度も関係
するため、一朝一夕には進まない（中長期的な）内容と考えられる。

◼ 一方、2点目については、既に検討が進んでいる（実務的・技術的な論点は整理済）三次②の効率的な調達が
挙げられるところ、こうした取り組みを進めていくことも重要になると考えられる（こちらは次回以降、お示ししたい）。

本来あるべき姿
においては存在

しない領域

こちらの応札は従来は
落札されていたが、
募集量そのものの
低減により不落となる



27（参考） 三次②の効率的な調達

出所）第43回需給調整市場検討小委員会（2023年11月9日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_43_haifu.html

出所）第41回需給調整市場検討小委員会（2023年8月17日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_41_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_43_haifu.html
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_41_haifu.html


28（参考） 需給調整市場における検討体制について

出所）第92回制度検討作業部会（2024年5月10日）資料4
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf
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以 上


